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産業競争力会議における最近の動き（ PPP/PFI関係）


資料１

２．「産業競争力会議における今後の主な検討事項」【抜粋】（第24回産業競争力会議（H27.10.15））

１．「産業競争力会議実行実現点検会合」の開催
本年１０月から再度開催し、以下について議論・検討を行う。
（１）累次の成長戦略に掲げた改革の実行実現 
○ KPIレビュー、施策の進捗・実効性の検証、必要な施策項目の追加・拡充
○ 「重点施策の進捗及び実施状況」及び「産業競争力の強化に関する実行計画」の策定（来年１月目途）

（２）アベノミクス第二ステージに係る課題への対応
○施策項目の追加、既存施策の深掘・拡充等
○ 「成長戦略進化のための今後の検討方針」（仮称）の策定（来年１月目途）、検討結果の取りまとめ（来年年央まで）

【※ 第25回実行実現点検会合（公的サービス・資産の民間開放、国際展開）開催（ H27.11.19）】

３．産業競争力会議（第 25回）（H28.1.25）

○産業競争力強化に関する実行計画（案）
○成長戦略の進化のための今後の検討方針（産業競争力会議決定）

コンセッション方式の推進強化や、 
PPP/PFI全体の取組強化等について記載 
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１．「日本再興戦略」改訂2015（H27.6.30）

○公共施設等運営権方式の推進強化のためのインセンティブ付与： 8項目

○公共施設等運営権を含む PPP/PFI全体の取組強化： 3項目

資料２

資料３



「日本再興戦略」改訂２０１５」【抜粋】（ H27.6.30 閣議決定） 資料１ 

iii) PPP/PFIの活用
公共施設等運営権方式については、厳しい財政状況の下での効果的・効率的なインフラ整備・運営を可能とするとともに、民間企業

に大きな市場と国際競争力強化のチャンスをもたらすものであることから、「 PPP/PFIの抜本改革に向けたアクションプランに係る集中強
化期間の取組方針について」（平成 26年６月16日民間資金等活用事業推進会議決定）に掲げられた数値目標の達成に向けた取組を強
化する必要がある。
また、 PPP/PFIを推進することは、産業競争力の強化のみならず財政健全化を図る上でも極めて重要な施策であり、公共施設等運

営権方式を含め PPP/PFI全体について取組を強化する必要がある。
こうした観点から、以下の取組を行う。 

① 公共施設等運営権方式の推進強化のためのインセンティブ付与
・ 匿名組合等を用いるスキームについて、匿名組合等の成立・継続に必要となる一般的な要件の整理を行い、その内容を関係する施設管理者等に周
知するなど、導管性の安定的な確保に向けた事業環境を整備する。

・ 公共施設等運営権方式に取り組む際に、事業スキームによっては、地方公共団体自ら行う場合に比べて部分的に負担が重くなる場合があることから、
このような地方公共団体に対し国による支援措置を検討する。

・ 運営権対価の一括払いを阻害する要因を解決するため、地方公共団体の具体的な事業スキームを踏まえ、幅広い観点から具体策を検討し、半年を
目途に結論を得る。

・ 地方公共団体が重点分野で行う公共施設等運営権方式の準備事業等に関する負担について、支援の枠組みが整っていない分野での国・地方による
支援の在り方を検討する。

・ 水道分野において、既存の事業とイコールフッティングを図るため、既存の制度を公共施設等運営権方式へ適用する仕組みを検討する。
・ 公共施設等運営権方式を実施する国管理空港においては、国に運営権対価が生じることも考慮した施設整備を行う。
・ 運営権対象施設の柔軟な事業計画及び周辺地域も含めた整備構想を実現するため、特区を活用するなど、運営権者の提案に係る規制緩和や整備
構想に係る規制緩和を推進する。

・ 水道事業においては、公共施設等運営権方式を推進する観点からも、事業の効率性を高める必要があることから、水道事業の広域化を含む基盤強
化を更に推進するための施策を検討する。 

② 公共施設等運営権を含む PPP/PFI全体の取組強化
・	 PPP/PFI全体についてより一層の推進を図るため、「 PPP/PFIの抜本改革に向けたアクションプラン」に掲げられた事業規模の目標の見直しと、目標
達成のための具体策について検討し、本年度内を目途に結論を得る。

・ 文教施設や公営住宅等の利用料金の存在する公共建築物については、公共施設等運営権方式の実現可能性について半年を目途に検討を進めると
ともに、付帯事業の併設・活用および公的不動産の活用なども含めた枠組みの中で、重点分野として位置付ける施設の決定と数値目標の設定につい
て本年度内を目途に結論を得る。

・ 地方公共団体や運営権者からの要望を受けて関係省庁等と調整を行う窓口について、内閣府において一元化を図る。 2 
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産業競争力会議実行実現点検会合（第25回）より

PPP/PFI、コンセッションに係る主な論点
資料２ 

◆全体として、誰とどのような内容について調整しているか。その中での具体的な論点は何か。仮に調整が進
まない状況であるとすれば、その要因は何か。

日本再興戦略改訂２０１５ 主な論点・今後の確認事項

１ ＜法人税等の官民イコールフッティング＞

匿名組合等を用いるスキームについて、匿名組合等の成
立・継続に必要となる一般的な要件の整理を行い、その内
容を関係する施設管理者等に周知するなど、導管性の安
定的な確保に向けた事業環境を整備する 

○匿名組合スキーム等の調整状況、具体的な論点
○匿名組合スキームが難しい場合には、 5月21日点検会合に提出
された民間議員ペーパーにある「運営権者に対して導管性を認
める税制の導入」「引当金制度を導入」のいずれかの検討

○先行して検討している地方公共団体における法人税の追加負
担額やコンセッションに伴う効果の具体的な推計額の確認 
○新型交付金に関する調整状況

２ ＜法人税等の官民イコールフッティング＞

公共施設等運営権方式に取り組む際に、事業スキームに
よっては、地方公共団体自らが行う場合に比べて部分的に
負担が重くなる場合があることから、このような地方公共団
体に対し国による支援措置を検討する。

３ ＜地方債の繰上償還に伴う補償金＞

運営権対価の一括払いを阻害する要因を解決するため、
地方公共団体の具体的な事業スキームを踏まえ、幅広い
観点から具体策を検討し、半年を目途に結論を得る。

○先行して検討している地方公共団体に繰上償還に伴う補償金
の負担額の具体的な推計額の算定 
○新型交付金に関する調整状況 
○運営権対価一括払いに係る補償金の減免に関する調整状況、
具体的な論点 
○公営企業解散により補償金免除となるかどうかの確認

○水道など公営企業法体系において、公営「事業」ではなく公営
「企業」に補助する仕組みとなっているが、公営事業会計があれ
ば災害復旧等の補助を受けられる方策 

Ⅰ 公共施設等運営権方式の推進強化のためのインセンティブ付与
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日本再興戦略改訂２０１５ 主な論点・今後の確認事項

４ ＜案件形成準備への支援＞

地方公共団体が重点分野で行う公共施設等運営権方式の準備事業
等に関する負担について、支援の枠組みが整っていない分野での
国・地方による支援の在り方を検討する。

○地方管理空港分野での具体的な調整状況、支
援の方法（補助制度を導入しているか）の確認

５ ＜水道分野の官民イコールフッティング＞

水道分野において、既存の事業とイコールフッティングを図るため、既
存の制度を公共施設等運営権方式へ適用する仕組みを検討する。 

○コンセッション事業にも従来の補助が適用される
ような補助要綱等の改正の検討状況、周知方法

６ ＜国管理空港での収益還元＞

公共施設運営権方式を実施する国管理空港においては、国に運営権
対価が生じることも考慮した施設整備を行う。 

○仙台空港における運営権対価の見込額、活用
用途、会計上の扱い（後年度活用可能か）等の確
認

７ ＜施設周辺の規制緩和＞

運営権対象施設の柔軟な事業計画及び周辺地域も含めた整備構想
を実現するため、特区を活用するなど、運営権者の提案に係る規制
緩和や整備構想に係る規制緩和を推進する。

○仙台空港や関西国際空港、大阪国際空港等で
優先交渉権者に選ばれたコンソーシアムのニー
ズや地元公共団体のニーズの確認

８ ＜水道事業広域化＞

水道事業においては、公共施設等運営権方式を推進する観点からも、
事業の効率性を高める必要があることから、水道事業の広域化を含
む基盤強化を更に推進するための施策を検討する。 

○具体的な調整状況 
○予算以外の広域化施策 
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Ⅱ 公共施設等運営権を含む PPP/PFI全体の取組強化 

日本再興戦略改訂２０１５ 主な論点・今後の確認事項

９ ＜目標見直し＞ 
PPP/PFI全体についてより一層の推進を図るため、「 PPP/PFIの抜本改
革に向けたアクションプラン」に掲げられた事業規模の目標の見直し
と、目標達成のための具体策について検討し、本年度内を目途に結
論を得る。 

○具体的な検討状況

１０ ＜利用料金のある公共建築物等＞

文教施設や公営住宅等の利用料金の存在する公共建築物について
は、公共施設等運営権方式の実現可能性について半年を目途に検
討を進めるとともに、

付帯事業の併設・活用および公的不動産の活用なども含めた枠組み
の中で、重点分野として位置付ける施設の決定と数値目標の設定に
ついて本年度内を目途に結論を得る。 

○文教施設等（博物館、美術館、スポーツ施設、コ
ンベンション施設等）について具体的な施設ごと
の整理 
○学校、公営住宅等についても、付帯事業（収益
施設等）との合築や公的不動産活用の可能性 
○上記を踏まえたコンセッション可能性の整理 
○検討中の事例の整理（例：パシフィコ横浜）や実
施済みの事例の整理（例：女性教育会館）

１１ ＜窓口一元化＞

地方公共団体や運営権者からの要望を受けた関係省庁等と調整を
行う窓口について、内閣府において一元化を図る。 ○具体的な調整状況 
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「産業競争力強化に関する実行計画（案）」【抜粋】（産業競争力会議（ H28.1.25））


資料３

公的サービ
ス・資産の
民間開放
（PPP/PFIの
活用拡大）

公共施設等運営権方式の推進強化のためのインセンティブ付与の観点から、水道その他の分野において
既存の事業とイコールフッティングを図るなど必要な措置を講じる。

内閣総理大臣（内閣府特命担当大臣（経
済財政政策）、地方創生担当大臣、内閣
府特命担当大臣（国家戦略特別区域）、
内閣府特命担当大臣（金融））
総務大臣、厚生労働大臣、国土交通大臣

公共施設等運営権を含むPPP/PFI全体の取組強化の観点から、「 PPP/PFIの抜本改革に向けたアクションプ
ラン」に掲げられた事業規模の目標の見直しと、目標達成のための具体策について検討し、平成 27年度内を
目途に結論を得る。

文教施設や公営住宅などの利用料金の存在する公共建築物については、公共施設等運営権方式の実現
可能性についての検討を踏まえ、付帯事業の併設・活用及び公的不動産の活用等も含めた枠組みの中で、
重点分野として位置付ける施設の決定と数値目標の設定について平成 27年度内を目途に結論を得る。

内閣総理大臣（内閣府特命担当大臣（経
済財政政策））
文部科学大臣、国土交通大臣 

「成長戦略進化のための今後の検討方針」【抜粋】（産業競争力会議決定（ H28.1.25））

７．公的サービス・資産の民間開放拡大
集中強化期間（平成 26 年度から平成 28 年度）における公共施設等運営権方式の事業件数目標の具体化に向けた取組を加速する。こ
のため、意欲を持つ地方公共団体等のニーズを踏まえ、課題を把握し、必要な施策の検討を一層進める。
あわせて、 PPP/PFI全体の事業規模の目標の見直しについて検討を進めるとともに、文教施設や公営住宅等の利用料金の存在する公
共建築物について、公共施設等運営権方式の実現可能性や、付帯事業の併設・活用なども含めた枠組みの中で新たな重点分野や数値
目標の設定を検討する。
さらに、観光振興や人口減少等の地域的、社会的課題に対する公共施設等運営権方式を含めた PPP/PFIの活用方策を検討するとともに、
積極的な広報活動や地域の産官学金による連携強化等により、広く地方公共団体や民間等の関係者の理解促進や機運醸成を図る。

6 


	産業競争力会議における最近の動き（PPP/PFI関係）��＜PPP/PFI推進タスクフォース資料＞�
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	PPP/PFI、コンセッションに係る主な論点
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7



